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議案第 11 号 

 

平成２３年度生駒市一般会計補正予算（第５回） 

 

平成２３年度生駒市の一般会計の補正予算（第５回）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２３，５１２千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，２６６，９３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加は、「第３表地方債補正」による。 

 

平成２４年３月６日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

14 国庫支出金     4,611,518        90,049     4,701,567

 1 国庫負担金     4,111,550         2,473     4,114,023

 2 国庫補助金       469,091        87,576       556,667

15 県支出金     2,218,799      -120,637     2,098,162

 1 県負担金     1,018,634         7,454     1,026,088

 2 県補助金       978,781      -128,091       850,690

21 市債     2,381,600       554,100     2,935,700

 1 市債     2,381,600       554,100     2,935,700

歳     入     合     計    34,743,426       523,512    35,266,938
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歳 出
［単位　千円］

款 項 補正前の額 補  正  額     計    

 3 民生費    12,455,217      -130,868    12,324,349

 2 児童福祉費     6,226,069      -144,102     6,081,967

 5 国民健康保険費       600,873        13,234       614,107

 4 衛生費     3,572,259        53,511     3,625,770

 1 保健衛生費     1,500,832        53,511     1,554,343

 7 消防費     1,370,430       572,954     1,943,384

 1 消防費     1,370,430       572,954     1,943,384

 8 教育費     4,006,242        27,915     4,034,157

 4 幼稚園費       802,393        27,915       830,308

歳     出     合     計    34,743,426       523,512    35,266,938
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１　追加 [単位　千円]

２　変更 [単位　千円]

第　２　表　繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　業　名 金　　額

衛 生 費 保 健 衛 生 費 防 犯 灯 等 Ｌ Ｅ Ｄ 化 推 進 事 業 ５７，３１１

土 木 費

道路橋梁及び
河 川 費

企 業 誘 致 関 連 道 路 整 備 事 業 １８１，４７７

河 川 水 路 改 修 事 業 ２，０００

都 市 計 画 費 都 市 計 画 調 査 策 定 事 業 ３，３９２

消 防 費 消 防 費
消 防 施 設 整 備 事 業 ３１５，８０１

北 分 署 施 設 整 備 事 業 ２５７，１５３

松ヶ丘通り線

街路整備事業

款 項
補　正　前 補　正　後

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額

３２，６１５

土 木 費

道路橋梁及び
河 川 費

道 路 新 設
改 良 事 業

１３，４５０
道 路 新 設
改 良 事 業

３２，４５０

都 市 計 画 費
松ヶ丘通り線

街路整備事業
５０，０００

教 育 費 社 会 教 育 費 南コミュニティセンター施設整備事業 ４，５００

７１，０００

教 育 費 幼 稚 園 費
幼 稚 園 施 設
整 備 事 業

４，７００
幼 稚 園 施 設
整 備 事 業
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追加 ［単位　千円］

幼 稚 園 施 設
整 備 事 業

19,600 〃 〃 〃

防犯灯等LED化
推 進 事 業

消 防 施 設
整 備 事 業

265,700 〃 〃

証書借入
又　　は
証券発行

　政府資金についてはその融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定するものとす
る。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は低利に借換
えることができる。

起 債 の 目 的

24,600

起債の方法

5.0％以内(ただし､利率
見直し方式で借り入れ
る場合について、利率
の見直しを行った後に
おいては、当該見直し
後の利率）

第 ３ 表　地　方　債　補　正

償　還　の　方　法限 度 額 利　　　　率

北 分 署 施 設
整 備 事 業

244,200 〃 〃 〃

〃
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議案第 12 号 

 

平成２３年度生駒市生駒駅前市街地再開発事業特別会計補正予算（第１回） 

 

平成２３年度生駒市の生駒駅前市街地再開発事業特別会計の補正予算（第１回）

は、次に定めるところによる。 

 （繰越明許費） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第１表繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の変更は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 

平成２４年３月６日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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[単位　千円]

変更

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

生 駒 駅 前 北 口 第 二 地 区
第一種市街地再開発事業
公 共 施 設 管 理 者 負 担 金

８４９，０００千円 ５６０，０００千円

事　　　　　　　項
限　　　度　　　額 限　　　度　　　額

第　２　表　債　務　負　担　行　為　補　正

第　１　表　繰　越　明　許　費　

款 項 金　　額事　業　名

事 業 費 生駒駅前北口第二地区等市街地再開発事業事 業 費 ６６，０００
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議案第 13 号 

 

平成２３年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第３回） 

 

平成２３年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第３回）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１１８千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，８４７，１０４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成２４年３月６日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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議案第 14 号 

 

平成２３年度生駒市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１回） 

 

平成２３年度生駒市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第１回）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８，８０８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，１４３，９４５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成２４年３月６日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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議案第 15 号 

 

平成２３年度生駒市下水道事業特別会計補正予算（第２回） 

 

平成２３年度生駒市の下水道事業特別会計の補正予算（第２回）は、次に定め

るところによる。 

 （繰越明許費の補正） 

第１条 繰越明許費の追加及び変更は、「第１表繰越明許費補正」による。 

 

平成２４年３月６日提出 

                       生駒市長 山 下  真 
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１　追加 [単位　千円]

２　変更 [単位　千円]

項 事　業　名 金　　額

下 水 道 費 下 水 道 費 下 水 道 管 渠 維 持 補 修 事 業 ２，４００

下 水 道 費 下 水 道 費
公 共 下 水 道
管渠整備事業

４００，０００
公 共 下 水 道
管渠整備事業

２５０，０００

第　１　表　繰　越　明　許　費　補　正

補　正　前 補　正　後

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額
款 項

款
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議案第 16 号 

 

住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備 

に関する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例 

 （生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例（平成２３年３

月生駒市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「記録され、又は外国人登録原票に登録されている」を「記

録されている」に改める。 

 （生駒市印鑑条例の一部改正） 

第２条 生駒市印鑑条例（平成２年１０月生駒市条例第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条第１項を次のように改める。 

印鑑の登録を受けることができる者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号。以下「法」という｡)の規定により本市の住民基本台帳に記録され

ている者とする。 

 第３条第１号中「記録され、又は外国人登録原票に登録されている」を「記
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録されている」に、「又は氏及び名」を「若しくは通称（住民基本台帳法施行

令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の２６第１項に規定する通称をい

う。以下同じ｡)又は氏名若しくは通称」に改め、同条第２号中「氏名」の次に

「又は通称」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかかわらず、外国人住民（法第３

０条の４５に規定する外国人住民をいう。以下同じ｡)のうち非漢字圏の外国

人住民が住民票に記載されている氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わ

せたもので表されている印鑑により登録を受けようとする場合には、当該印

鑑を登録することができる。 

  第６条第４号中「氏名」の次に「（住民基本台帳に通称が記録されている場

合にあっては、氏名及び通称）」を加え、同条に次の１号を加える。 

  (8) 氏名の片仮名表記（非漢字圏の外国人住民が住民票に記載されている

氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わせたもので表されている印鑑に

より登録を受ける場合に限る｡) 

  第１１条中「記録され、又は外国人登録原票に登録されている」を「記録さ

れている」に改める。 

  第１２条第１項第４号中「第３条第１号」を「第３条第１項第１号」に改め

る。 

 第１４条第２項中「第６条第４号から第７号まで」を「第６条第４号から第

８号まで」に改める。 

 （生駒市住民基本台帳カード利用条例の一部改正） 

第３条 生駒市住民基本台帳カード利用条例（平成２２年１２月生駒市条例第３

２号）の一部を次のように改正する。 

  第１条及び第２条中「第３０条の４４第８項」を「第３０条の４４第１２項

」に改める。 
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 （生駒市手数料条例の一部改正） 

第４条 生駒市手数料条例（平成１２年３月生駒市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第１の１８の３の項中「第３０条の１８第１項」を「第３０条の１７第

１項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

 （経過措置) 

２ 第１条の規定による改正後の生駒市民が選択する市民活動に対する支援に関

する条例第２条第１号の規定は、平成２５年度以後に届出を行う１８歳以上の

市民について適用し、平成２４年度に届出を行う１８歳以上の市民について

は、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)の前日において第２条の規定

による改正前の生駒市印鑑条例（以下「旧条例」という｡)の規定により印鑑の

登録を受けている外国人であって、施行日において同条の規定による改正後の

生駒市印鑑条例（以下「新条例」という｡)の規定により印鑑の登録を受けるこ

とができないものに係る印鑑の登録については、施行日において職権で抹消す

るものとする。この場合において、市長は、印鑑の登録の抹消について、印鑑

の登録を受けている者にその旨通知するものとする。 

４ 施行日の前日において旧条例の規定により印鑑の登録を受けている外国人で

あって、施行日においてもなお新条例の規定により印鑑の登録を受けることが

できるものに係る氏名等の登録事項について、住民票への移行に伴う変更が生

じた場合は、市長は、施行日において、職権で当該登録事項について印鑑登録

原票を修正するものとする。 
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「企画財政部 

環境経済部」 

「生活環境部 

建設部  」 

議案第 17 号 

 

生駒市行政組織条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市行政組織条例の一部を改正する条例 

 生駒市行政組織条例（平成２年３月生駒市条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「、部及び局」を「及び部」に、「企画財政部」を       

       を「建設部」に、「水道局」を「上下水道部」に改める。 

 第２条企画財政部の項の次に次の１項を加える。 

環境経済部 

(1) 環境の保全及び創造に関すること。 

(2) 環境衛生に関すること。 

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関すること。 

(4) 農林業、商工業、観光その他経済振興に関すること。 

 第２条市民部の項第４号を削り、同項に次の３号を加える。 

(4) 消費生活その他の市民生活に関すること。 

(5) 交通政策に関すること。 

(6) 市民相談に関すること。 

に、 
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 第２条生活環境部の項を削り、同条開発部の項中第４号を第５号とし、第３号

を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) リニア中央新幹線に関すること。 

第２条水道局の項中「水道局」を「上下水道部」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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議案第 18 号 

 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条の２第２項第２号中「２４，５００円」を「２６，０００円」に改め

る。 

 第１７条の３を次のように改める。 

（臨時職員又は非常勤職員の給与） 

第１７条の３ 臨時的に任用される職員（以下「臨時職員」という｡)又は非常勤

職員（再任用短時間勤務職員及び任期付育児短時間勤務職員を除く。以下同

じ｡)には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める給与を支給するこ

とができる。 

(1) 臨時職員 賃金、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当及び期末手

当 

(2) 非常勤職員 報酬及び費用弁償 

２ 臨時職員の賃金の額は、それ以外の職員との権衡を考慮し、月額にあっては
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３５０，０００円を、日額にあっては１６，０００円を、時間額にあっては２

，０００円を超えない範囲内において規則で定める額とする。 

３ 非常勤職員の報酬の額は、それ以外の職員との権衡を考慮し、月額にあって

は３５０，０００円を、日額にあっては１６，０００円を、時間額にあっては

２，０００円を超えない範囲内において規則で定める額とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、臨時職員及び非常勤職員の給与の支給に関し必

要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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議案第 19 号 

 

生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制 

定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和４３年１２月生駒市条例第３５

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第８号までを１号ず

つ繰り上げ、同条に次の１号を加える。 

 (8) 災害派遣業務手当 

 別表第２項を削り、同表第３項を同表第２項とし、同表第４項を同表第３項と

し、同表第５項中 
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同項を同表第４項とし、同表第６項中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野犬等の捕獲若しくは死

体処理又ははち類の駆除

に従事した職員 

下水路の汚泥取出し作業

に従事した職員 

勤務 1 回につき 800 円 

清掃施設において処理機

械故障時等の汚物取出し

作業に従事した技能職員 

日額 4,500 円 

環境衛生

業務手当 

清掃施設に勤務する技能

職員で清掃作業に従事し

たもの 

清掃施設において臨時に

清掃作業に従事した職員

又は臨時に粗大ごみ若し

くは大量ごみの収集作業

に従事した職員 

日額 750 円 (臨 時

に作業に従事

した職員にあ

っ て は 、

1,000 円) 

環境衛生

業務手当 

野犬等の捕獲若しくは死

体処理又ははち類の駆除

に従事した職員 

下水路の汚泥取出し作業

に従事した職員 

日額 400 円 

火災又は水防の現場にお

いて業務に従事した職員 

勤務 1 回につき 500 円 

救急現場において救急業

務に従事した職員 

勤務 1 回につき 300 円 (救 急

救命士として

救急業務に従

事した職員に

あ っ て は 、

500 円) 

はしご付き消防ポンプ自

動車の塔上において、消

防活動又は防火訓練指導

に従事した職員 

勤務 1 回につき 500 円 

消防防災

手当 

消防活動又は防災活動の

ため午後 10 時から翌日の

午前 5 時までの間に勤務

した職員 

勤務 1 回につき 500 円 

「 

を 

に改め、 

」 

「 

」 

を 

「 

」 
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同項を同表第５項とし、同表第７項を同表第６項とし、同表第８項を同表第７項

とし、同表に次の１項を加え、同表備考を削る。 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という｡)以後の勤務に係る特殊勤務手当について適用

し、施行日前の勤務に係る特殊勤務手当については、なお従前の例による。 

３ 改正後の生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例別表第５項の規定にかかわ

らず、施行日から平成２５年３月３１日までの間、清掃施設に勤務する技能職

員で清掃作業に従事したものについては、改正前の生駒市職員の特殊勤務手当

救 急 救 命 士 の 資 格 を 有

し、消防業務に従事した

職員 

月額 1,000 円 消防防災

手当 

午後 10 時から翌日の午前

5 時までの間に消防活動又

は防災活動に従事した職

員(職務の級が 6 級以上の

職員に限る｡) 

勤務 1 回につき 500 円 

８ 災 害 派 遣

業務手当 

災害救助法(昭和 22 年法

律第 118 号)が適用された

市町村(特別区を含み、本

市を除く。以下同じ｡)の

区域内において、当該市

町村の事務遂行の支援に

関する業務に従事した職

員 

日額 1,000 円 (心

身 に 著 し い

負 担 を 与 え

る 業 務 に 従

事 し た と 市

長 が 認 め る

場 合 に あ っ

て は 、 1,000

円 を 加 算 す

る｡) 

に改め、 

「 

」 
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に関する条例別表第５項の規定を適用し、環境衛生業務手当を支給する。この

場合において、同項中「７５０円」とあるのは、「５００円」と読み替えるも

のとする。 
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議案第 20 号 

 

生駒市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

18 平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に、２０年以上勤続

し、かつ、４５歳以上４９歳以下の年齢で退職した者（その者の非違によるこ

となく勧奨を受けて退職した者であって任命権者が市長の承認を得たものに限

る｡)に対する第４条第１項、第５条第１項、第５条の２第１項、第６条及び第

６条の２の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第４条第１項 という｡) という｡)及び退職日給料月額に

退職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の日

におけるその者の年齢との差に

相当する年数１年につき１００

分の２を乗じて得た額の合計額
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第５条第１項 退職日給料月額 退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定めら

れているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の

合計額 

第５条の２第１項

第１号 

及び特定減額前給料

月額 

並びに特定減額前給料月額及び

特定減額前給料月額に退職の日

において定められているその者

に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する

年数１年につき１００分の２を

乗じて得た額の合計額 

第５条の２第１項

第２号 

退職日給料月額に、 退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定めら

れているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の

合計額に、 

第５条の２第１項

第２号イ 

前号に掲げる額 その者が特定減額前給料月額に

係る減額日のうち最も遅い日の

前日に現に退職した理由と同一

の 理 由 に よ り 退 職 し た も の と

し、かつ、その者の同日までの

勤続期間及び特定減額前給料月

額を基礎として、前３条の規定

により計算した場合の退職手当

の基本額に相当する額 

第３条から第５条ま

で 

附則第１８項の規定により読み

替えて適用する第５条 

退職日給料月額 退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定めら

れているその者に係る定年と退

職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の

合計額 

第６条 

これらの 同項の規定により読み替えて適

用する同条の 
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第５条の２第１項の

 

 

附則第１８項の規定により読み

替えて適用する第５条の２第１

項の 

同項第２号イ 

 

 

附則第１８項の規定により読み

替えて適用する第５条の２第１

項第２号イ 

第６条の２ 

同項の 附則第１８項の規定により読み

替えて適用する第５条の２第１

項の 

第６条の２第１号 

 

 

 

 

 

特定減額前給料月額 特定減額前給料月額及び特定減

額前給料月額に退職の日におい

て定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１

年につき１００分の２を乗じて

得た額の合計額 

特定減額前給料月額 特定減額前給料月額及び特定減

額前給料月額に退職の日におい

て定められているその者に係る

定年と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１

年につき１００分の２を乗じて

得た額の合計額 

第５条の２第１項第

２号イ 

附則第１８項の規定により読み

替えて適用する第５条の２第１

項第２号イ 

及び退職日給料月額 並びに退職日給料月額及び退職

日給料月額に退職の日において

定められているその者に係る定

年と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数１年

につき１００分の２を乗じて得

た額の合計額 

第６条の２第２号 

 

当該割合 当該附則第１８項の規定により

読み替えて適用する同号イに掲

げる割合 

   附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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議案第 21 号 

 

生駒市北部地域整備促進基金の設置、管理及び処分に関する条例の 

一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市北部地域整備促進基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を

改正する条例 

 生駒市北部地域整備促進基金の設置、管理及び処分に関する条例（平成９年３

月生駒市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第３項中「生駒市土地開発公社」の次に「及び生駒市病院事業会計」を

加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 22 号 

 

生駒市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市税条例の一部を改正する条例 

 生駒市税条例（昭和５０年１２月生駒市条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条の２第１項中「第２章」の次に「（第８条を除く｡)」を、「第３章」の

次に「（第１４条を除く｡)」を加える。 

 第１０３条中「４，６１８円」を「５，２６２円」に改める。 

 附則第１１条を次のように改める。 

第１１条 削除 

 附則第１７条の２第１項中「２，１９０円」を「２，４９５円」に改める。 

 附則第２５条の６第１項中「この条において」を「この項において」に、「）

については」を「）がある場合には、特例損失金額（同条第３項に規定する災害

関連支出がある場合には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出

したものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」という｡)につい

て」に、「当該特例損失金額」を「当該損失対象金額」に改め、「平成２４年度

以後の年度分」の次に「で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌

年度分」を加え、「平成２３年」を「当該損失対象金額が生じた年」に改め、同
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条第２項を削り、同条第３項中「第１項前段」を「前項前段」に、「特例損失金

額」を「損失対象金額」に、「この条において」を「この項において」に、「平

成２３年」を「当該親族資産損失額が生じた年」に改め、同項を同条第２項と

し、同条第４項を削り、同条第５項を同条第３項とする。 

附則第２５条の７の次に次の１条を加える。 

（個人の市民税の税率の特例等） 

第２５条の８ 平成２６年度から平成３５年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、均等割の税率は、第１７条第１項の規定にかかわらず、同項に規定する

額に５００円を加算した額とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第３条の２第１項の改正規定、附則第１１条の改正規定及び次条の規定

平成２５年１月１日 

 (2) 第１０３条の改正規定、附則第１７条の２第１項の改正規定及び附則第

３条の規定 平成２５年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 平成２４年１２月３１日以前に支払うべき退職手当等（改正前の生駒市

税条例第４９条に規定する退職手当等をいう｡)に係る改正前の同条例附則第１

１条第１項に規定する分離課税に係る所得割については、なお従前の例によ

る。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第３条 平成２５年４月１日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税につ

いては、なお従前の例による。 
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「第８期 ２月 

第９期 ３月 

１５日から同月末日まで 

１５日から同月３１日まで」 

議案第 23 号 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 生駒市国民健康保険税条例（平成１２年３月生駒市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第２項ただし書中「５０万円」を「５１万円」に改め、同条第３項ただ

し書中「１３万円」を「１４万円」に改め、同条第４項ただし書中「１０万円」

を「１２万円」に改める。 

 第１４条第１項中「第８期 ２月１５日から同月末日まで」を 

             に改める。 

 第２３条中「５０万円」を「５１万円」に、「１３万円」を「１４万円」に、

「１０万円」を「１２万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市国民健康保険税条例の規定は、平成２４年度以後の年度分の
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国民健康保険税について適用し、平成２３年度分までの国民健康保険税につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第 24 号 

 

生駒市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市手数料条例の一部を改正する条例 

 生駒市手数料条例（平成１２年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように改

正する。 

 附則第５項中「平成２３年２月１日から平成２４年３月３１日までの間に限り

」を「当分の間」に改める。 

 別表第３の２の項の(2)のエ中「浮き屋根を有する特定屋外貯蔵タンクのうち

」を削り、「本則の表の１６の項の２の下欄の」の次に「浮き屋根を有する特定

屋外貯蔵タンクのうち」を、「という｡)」の次に「、同欄の浮き蓋付きの特定屋

外貯蔵タンクのうち総務省令で定めるものに係る特定屋外タンク貯蔵所（オにお

いて「浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所」という｡)」を加え、同項の(2)のオ中「

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所」の次に「及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所

」を加える。 

   附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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議案第 25 号 

 

生駒市生涯学習施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市生涯学習施設条例の一部を改正する条例 

 生駒市生涯学習施設条例（平成２３年９月生駒市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条の表中「生駒市中央公民館」を「たけまるホール」に、「生駒市中央公

民館南別館」を「やまびこホール」に、「生駒市鹿ノ台地区公民館」を「鹿ノ台

ふれあいホール」に改める。 

 第７条第２号、第１２条第１項及び第１３条第１項中「生駒市中央公民館南別

館」を「やまびこホール」に改める。 

 別表第１中「生駒市中央公民館南別館」を「やまびこホール」に改める。 

 別表第２中「生駒市中央公民館」を「たけまるホール」に、「生駒市鹿ノ台地

区公民館」を「鹿ノ台ふれあいホール」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 26 号 

 

生駒市乳幼児医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市乳幼児医療費助成条例の一部を改正する条例 

 生駒市乳幼児医療費助成条例（昭和４８年１０月生駒市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   生駒市子ども医療費助成条例 

 第１条中「乳幼児」を「子ども」に、「当該乳幼児」を「、当該子ども」に改

める。 

 第１条の２を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。 

  この条例において「子ども」とは、出生の日から１２歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者をいう。 

 第２条中「乳幼児」を「子ども」に改める。 

 第３条中「乳幼児」を「子ども」に改め、「における医療費」の次に「（乳幼

児以外の子どもにあっては、入院に係るものに限る｡)」を加え、同条に次の１号

を加える。 

 (3) 市長が別に規則で定める額 

 第４条第１項中「対象者」を「乳幼児に係る医療費の助成を受けようとする対
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象者」に改め、同条第２項中「対象者」を「前項の対象者」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市子ども医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日以後に

行われた医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた医療に係

る医療費の助成については、なお従前の例による。 
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議案第 27 号 

 

生駒市重度心身障害者等福祉年金条例を廃止する条例の制定につい 

て 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市重度心身障害者等福祉年金条例を廃止する条例 

 生駒市重度心身障害者等福祉年金条例（昭和４２年４月生駒市条例第９号）

は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年１月１日から施行する。 
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議案第 28 号 

 

生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成５年１２月生駒市条例

第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第２項を次のように改める。 

２ 事業者は、事業活動に伴って生じた一般廃棄物を本市の処理施設へ搬入す

るときは、あらかじめ市長の承認を受けるとともに、処分しやすいように大

別し、切断、圧縮等の前処理に努めなければならない。 
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 別表中 

取扱区分 単位 手数料 

容量 70 リットルの指定
袋 1 袋につき 

70 円 

容量 45 リットルの指定
袋 1 袋につき 

45 円 

燃えるごみを
指定袋により
排出する場合

容量 30 リットルの指定
袋 1 袋につき 

30 円 

容量 70 リットルの指定
袋 1 袋につき 

55 円 

容量 45 リットルの指定
袋 1 袋につき 

35 円 

ガラスびん、
缶、ペットボ
トル、プラス
チック製の容
器及び包装並
びに有害ごみ
を指定袋によ
り排出する場
合 

容量 30 リットルの指定
袋 1 袋につき 

25 円 

市長が定
める事業
活動に伴
い生ずる
多量のご
み 

指定袋によら
ない場合 

10 キログラムにつき(端
数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

50 円 

1 回につき 100 キログラ
ムまで 

無料 

特定家庭用
機器廃棄物
以外のごみ 

上記以外のごみ 

1 回につき 100 キログラ
ムを超える分につき 10
キログラム増すごとに(
端数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

50 円 

 

 

 

 

 

 

 

改め、同表備考中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

第２条 生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を次のように改正す

る。 

 第１３条第２項を次のように改める。 

取扱区分 単位 手数料 

市長が定める事業活動に
伴い生ずる多量のごみ 

10 キログラムにつき(端
数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

50 円 

1 回につき 300 キログラ
ムまで 

無料 

特定家庭用
機器廃棄物
以外のごみ 

上記以外のごみ 

1 回につき 300 キログラ
ムを超える分につき 10
キログラム増すごとに(
端数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

50 円 

「 

を 

」

「 

に 

」
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２ 事業者は、事業活動に伴って生じた一般廃棄物を本市の処理施設へ搬入す

るときは、あらかじめ市長の承認を受けるとともに、市長が指定する袋（以

下「指定袋」という｡)に収納するものとする。ただし、指定袋に収納するこ

とができない場合その他市長がやむを得ないと認める場合は、処分しやすい

ように大別し、切断、圧縮等の前処理に努めなければならない。 

別表中 

 

 

 

 

取扱区分 単位 手数料 

容量 70 リットルの指定
袋 1 袋につき 

121 円 

容量 45 リットルの指定
袋 1 袋につき 

76 円 

燃えるごみを
指定袋により
排出する場合

容量 30 リットルの指定
袋 1 袋につき 

51 円 

容量 70 リットルの指定
袋 1 袋につき 

89 円 

容量 45 リットルの指定
袋 1 袋につき 

55 円 

ガラスびん、
缶、ペットボ
トル、プラス
チック製の容
器及び包装並
びに有害ごみ
を指定袋によ
り排出する場
合 

容量 30 リットルの指定
袋 1 袋につき 

37 円 

特定家庭用
機器廃棄物
以外のごみ 

市長が定
める事業
活動に伴
い生ずる
多量のご
み 

指定袋によら
ない場合 

10 キログラムにつき(端
数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

100 円 

 

 

 

 

取扱区分 単位 手数料 

特定家庭用
機器廃棄物
以外のごみ 

市長が定める事業活動に
伴い生ずる多量のごみ 

10 キログラムにつき(端
数が生ずる場合は、10
キログラムとみなす｡) 

50 円 

動 物 の
死体 

犬・猫等 １匹につき 500 円

動 物 の
死体 

犬・猫等 １匹につき 2,000 円

「 

」 

を 

」 

に、 

「 

を 

」

「 

に 

」

「 
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改め、同表備考中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 有害ごみとは、乾電池、蛍光管その他市長が指定するものをいう。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年１０月１日から施行する。ただし、第１条の規定及

び次項の規定は、同年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の規

定による手数料（指定袋により排出する場合のものに限る｡)の徴収その他の行

為は、平成２４年１０月１日前においても行うことができる。 
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議案第 29 号 

 

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例 

 生駒市介護保険条例（平成１２年３月生駒市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条第１項中「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成２４年度から

平成２６年度まで」に改め、同項第１号及び第２号中「２５，８００円」を「２

７，４２０円」に改め、同項第３号中「３８，７００円」を「４１，１３０円」

に改め、同項第４号中「５１，６００円」を「５４，８４０円」に改め、同項第

５号から第７号までを削り、同項に次の５号を加え、同条第２項及び第３項を削

る。 

(5) 次のいずれかに該当する者 ６３，０６０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規

定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という｡)が１２５万円未満で

ある者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保

護者（以下「要保護者」という｡)であって、その者が課される保険料額に

ついてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態
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となるもの（令第３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く｡)、次号

イ、第７号イ又は第８号イに該当する者を除く｡) 

(6) 次のいずれかに該当する者 ６８，５５０円 

ア 合計所得金額が１９０万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く｡)、次号イ又は第８号イに該当

する者を除く｡) 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８２，２６０円 

ア 合計所得金額が４００万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く｡)又は次号イに該当する者を除

く｡) 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９５，９７０円 

ア 合計所得金額が８００万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く｡)に該当する者を除く｡) 

(9) 前各号のいずれにも該当しない者 １０９，６８０円 

   附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の生駒市介護保険条例（以下「新条例」という｡)の規定は、平成２４

年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２３年度分までの保険料につ

いては、なお従前の例による。 

 （平成２４年度から平成２６年度までにおける保険料率の特例） 

３ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という｡)附則第

１６条第１項及び第２項（同条第３項及び第４項において準用する場合を含

む｡)に規定する第１号被保険者の平成２４年度から平成２６年度までの各年度

の保険料率は、新条例第４条の規定にかかわらず、３５，６４０円とする。 

４ 令附則第１７条第１項及び第２項（同条第３項及び第４項において準用する

場合を含む｡)に規定する第１号被保険者の平成２４年度から平成２６年度まで

の各年度の保険料率は、新条例第４条の規定にかかわらず、４９，３５０円と

する。 
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議案第 30 号 

 

生駒市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定 

について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 生駒市水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年２月生駒市条例第１号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条第１項を削り、同条第２項中「法」を「地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号。以下「法」という｡)」に、「水道局」を「上下水道部」に改め、

同項を同条とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （生駒市自治基本条例の一部改正） 

２ 生駒市自治基本条例（平成２１年６月生駒市条例第２０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第３号中「及び固定資産評価審査委員会」を「、固定資産評価審査委

員会及び水道事業管理者」に改める。 

 （生駒市政治倫理条例の一部改正） 
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３ 生駒市政治倫理条例（平成２０年６月生駒市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第１条中「及び教育長」を「、教育長及び水道事業管理者」に改める。 

 （生駒市情報公開条例の一部改正） 

４ 生駒市情報公開条例（平成２０年９月生駒市条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第１号中「固定資産評価審査委員会」の次に「、水道事業管理者」を

加える。 

 （生駒市パブリックコメント手続条例の一部改正） 

５ 生駒市パブリックコメント手続条例（平成１９年１２月生駒市条例第２５号

）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２号中「固定資産評価審査委員会」の次に「、水道事業管理者」を

加える。 

 （生駒市水道事業給水条例の一部改正） 

６ 生駒市水道事業給水条例（昭和３５年１２月生駒市条例第３２号）の一部を

次のように改正する。 

  第２０条第２項中「市の水道局の職員」を「市職員」に改める。 
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議案第 31 号 

 

生駒市水道事業の管理者の給与に関する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市水道事業の管理者の給与に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、生駒市水道事業の管理者（以下「管理者」という｡)の給与

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給与の種類） 

第２条 管理者の給与は、給料、地域手当、通勤手当、期末手当及び退職手当と

する。 

（給料） 

第３条 給料月額は、６８６，０００円とする。 

（地域手当） 

第４条 地域手当は、給料月額を基礎として、生駒市の一般職の職員の給与に関

する条例（昭和３２年７月生駒市条例第２３号）の適用を受ける職員（以下「

一般職の職員」という｡)の例により支給する。 

（通勤手当） 

第５条 通勤手当は、一般職の職員の例により支給する。 

（期末手当） 

第６条 期末手当は、給料月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に、そ
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の額に１００分の２０を乗じて得た額及び給料月額に１００分の２５を乗じて

得た額を加算して得た額を基礎として、一般職の職員の例により支給する。た

だし、生駒市の一般職の職員の給与に関する条例第１５条第２項中「１００分

の１２２．５」とあるのは「１００分の１４０」と、「１００分の１３７．５

」とあるのは「１００分の１５５」とする。 

（退職手当） 

第７条 退職手当は、管理者が任期満了したとき、又は退職したときに、その者

（死亡による退職の場合には、その遺族）に、給料月額（任期満了した日又は

退職した日における給料月額をいう｡)に在職月数（管理者となった日の属する

月から任期満了した日又は退職した日の属する月までの月数をいい、その月数

が４８月を超えるときは、４８月とする｡)を乗じて得た額に１００分の２５を

乗じて得た額を支給する。 

（給与の支給方法） 

第８条 給与の支給方法は、一般職の職員の例による。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成２４年４月１日から平成２６年２月２日までの間に任期満了し、又は退

職した管理者に支給する退職手当の額は、第７条の規定にかかわらず、同条の

規定による退職手当の額から、その額に１００分の２５を乗じて得た額を減じ

た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とす

る。 
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議案第 32 号 

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成２４年３月６日 

                       生駒市長 山 下  真 

 

生駒市火災予防条例の一部を改正する条例 

 生駒市火災予防条例（昭和３７年３月生駒市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

 附則に次の４項を加える。 

３ 危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（平成２３年政令第４０５

号。附則第６項において「改正政令」という｡)による危険物の規制に関する政

令第１条第１項の規定の改正により新たに指定数量の５分の１以上指定数量未

満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所となるもの（以下この項から附則第５

項までにおいて「新規対象」という｡)のうち、第３１条の２第２項第９号に定

める基準に適合しないものの位置、構造及び設備に係る技術上の基準について

は、同号の規定は、当該新規対象が次に掲げる基準の全てに適合している場合

に限り、適用しない。 

(1) 当該新規対象の危険物を取り扱う配管は、その設置される条件及び使用

される状況に照らして、十分な強度を有し、かつ、漏れない構造であるこ

と。 

(2) 当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除
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した商の和が、平成２４年７月１日において現に貯蔵し、又は取り扱ってい

る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えない

こと。 

４ 新規対象のうち、第３１条の２第１項第１６号イに定める基準に適合しない

ものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号イの規定は、平成

２５年１２月３１日までの間は、適用しない。 

５ 新規対象のうち、第３１条の２第２項第１号から第８号まで、第３１条の３

の２（第３号を除く｡)又は第３１条の４第２項（第１号、第１０号及び第１１

号を除く｡)に定める基準に適合しないものの位置、構造及び設備に係る技術上

の基準については、これらの規定は、当該新規対象が附則第３項第２号に掲げ

る基準に適合している場合に限り、平成２５年６月３０日までの間は、適用し

ない。 

６ 改正政令による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改正により

新たに指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあ

っては、指定数量の２分の１以上）指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り

扱うこととなる者は、平成２４年１２月３１日までにその旨を消防長に届け出

なければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成２４年７月１日から施行する。 
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議案第 33 号 

 

生駒市生涯学習施設の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市中央公民館、生駒市鹿ノ台地区公民館、生駒市図書会館、南コミュニ

ティセンターせせらぎ、北コミュニティセンターＩＳＴＡはばたき及び芸術会

館美
み

楽来
ら く

 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

ＪＴＢ・南海グループ 

大阪市北区梅田三丁目３番１０号 

３ 指定の期間 

平成２４年７月１日から平成２８年３月３１日まで 

 

平成２４年３月６日提出 

                     生駒市長 山 下  真 
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